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第１章 消防施設総合管理計画の趣旨  

１ 目 的  

奈良県広域消防組合（以下、「組合」といいます。）は、県内１１消防本部が合併し、２０１４年

４月１日に誕生した全国最大規模の消防組合です。組合の消防本部は橿原市に置かれ、２０１８

年度の消防職員数は１，２９０名で、職員数においても大規模の消防組織となっています。 

構成市町村は、奈良県内の奈良市と生駒市を除く３７市町村（１０市１５町１２村）であり、管

轄人口は約９０万人で、県内人口の６５％、管内面積は３，３６１ｋ㎡で県全体の８０％以上に及

ぶなど人口、面積共に奈良県の大部分を占めています。 

現在、消防を取り巻く環境は著しく厳しく変化し、高齢化に伴う救急件数の増加、南海トラフ地

震や洪水等の大規模災害の懸念、老朽化した消防施設・設備の維持や更新の困難性、消防救急技術

の高度化・多様化などは、各消防本部が抱える共通の課題となっています。このような状況におい

て諸問題を克服し、住民サービスの向上と消防力を強化するものとして組合は発足しました。 

住民サービスの向上と消防力の強化に資する消防施設については、その劣化・損傷が住民・職員

の安全・安心を脅かすことのないようにするとともに、全体を把握し中長期的な視点をもって更

新・統合・長寿命化等を計画的に進める必要があります。「奈良県広域消防組合消防施設総合管理

計画」はその指針として策定するものです。 

 

２ 計画の位置付け 

本計画は、国の「インフラ長寿命化基本計画」（平成２５年１１月２９日インフラ老朽化対策の

推進に関する関係省庁連絡会議決定）」における行動計画に該当するものであり、「第１期 奈良県

広域消防組合中長期ビジョン（平成３０年２月）」との整合を図りつつ、消防施設毎の長寿命化計

画（個別施設計画）を策定する際の指針とするものです。 
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３ 計画期間 

２０１８年度から２０５７年度までの４０年間を見通しつつ、社会経済情勢に的確に対応する

ため、今後１０年間（２０１８年度から２０２７年度）を計画期間とします。 

 

４ 計画の対象範囲 

組合管内の１本部、１８消防署、１２分署、８出張所の３８庁舎系施設のうち、行政財産無償貸

付契約により借り受けている大和郡山消防署及び五條消防署大塔分署並びに行政財産使用許可を

受けて使用している天理消防署東出張所及び桜井市消防器具庫を併設する桜井消防署南出張所を

除く３４の庁舎系施設並びに通信指令設備（奈良県広域消防組合通信指令管理規程（平成２８年

消防長訓令甲第１０号）別表第１に定める通信指令設備をいう。）を対象とします。 

               

          庁舎系施設                         通信指令設備 

インフラ長寿命化基本計画 

（基本計画） 

奈良県広域消防組合 

消防施設総合管理計画 

（行動計画） 

第１期 

奈良県広域消防組合 

中長期ビジョン 

消防施設毎の長寿命化計画 

（個別施設計画） 
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第２章 消防施設の現況 

１ 庁舎系施設 

（１）庁舎系施設の保有状況  

組合には1本部１８消防署１２分署８出張所があり、そのうち組合が管理する庁舎系施設は、

大和郡山市が管理する大和郡山市防災センター内にある大和郡山消防署、天理市が管理する福

住運動場にある天理消防署東出張所、桜井市が管理する桜井一・二分団消防器具庫と併設する桜

井消防署南出張所及び五條市が管理する大塔支所内にある五條消防署大塔分署を除く３４施設、

５６棟（延床面積１００㎡未満の建物は除く。）、建物総延床面積は３９，６９６㎡です。 

（２）建築年度別の整備状況 

２０１８年度において建設後５０年経過している建物は２棟あり、１９５８年度建設の十津

川分署（旧南都銀行、木造）、１９６５年度建設の大淀消防署（旧大淀町役場、鉄筋コンクリー

ト造）があります。 

また、建設後３０年経過している建物は１６施設２０棟あり、全施設延床面積の２８．3％に

あたる１１，２３７．９０㎡となっています。このうち最近５年以内に大規模改修がなされた施

設は宇陀消防署東分署、桜井消防署（奈良県から譲渡された施設の改修）となります。 

１０年後を見ると、建設から３０年を経過する建物の延床面積は２３，３３７㎡となり全体

の５８．７％になります。また、建設から６０年の更新時期を迎える施設は４施設２，４１６

㎡となります。 

このように、大規模改修、建替え時期を迎える施設がますます増える状況となります。 

（３）庁舎系施設の耐震化の状況 

    庁舎系施設の耐震化の状況は、新耐震基準が施行された１９８１年以降に全体の７７．６％

が整備されています。旧耐震基準の施設８，８２０㎡のうち、１７．８％にあたる１，５７０㎡

の施設が耐震化未実施です。消防施設の使命から早急な対策が必要です。 
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建設年度別と耐震化状況 

 

 

２ 通信指令設備 

（１）通信指令設備の保有状況 

通信指令設備としては、消防救急デジタル無線システム及び高機能消防指令システムを導入

し、平成２８年４月１日からこれらを運用しています。 

これらのシステムを構成する具体的な通信指令設備は、奈良県広域消防組合通信指令管理規

程（平成２８年消防長訓令甲第１０号）の別表第１に定められており、大きく次の５種類に区分

されています。 

①消防本部設置設備 

 指令台、映像制御装置、出動車両運用管理装置、消防情報分析システム、基地局無線装置等 

②消防署所設置設備 

 署所端末装置、車両運用表示盤、情報共有端末装置、指令情報出力装置等 

③車両設備 

 車両運用端末装置、車両無線装置、無線中継装置 

④消防救急無線基地局 

１２の基地局と１の中継所 
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⑤携帯型機器 

 可搬型無線機、携帯無線機、署活系無線機、デジタル無線受令機 

（２）通信指令設備の整備状況 

通信指令設備（消防救急デジタル無線システム及び高機能消防指令システム）については、 

運用開始の翌年度である平成２９年度から毎年度、年間保守料を計上し、常駐保守員２名により

昼間の機器異常時に即時対応を実施しています。休日夜間は、NEC 保守センターが対応し障害

内容に応じて可能な限り即時対応を行っています。 

通信指令設備の運用に要するランニングコストは概ね次のとおりです（平成３０年度当初予

算）。 

①保守委託料 

消防救急デジタル無線システム  ５２，０１５，０００円  

高機能消防指令システム   ９７，５７１，０００円 

②保守委託料以外（通信運搬費等）    ９１，０８６，０００円 

（３）通信指令設備の耐震化の状況 

通信指令設備はラック固定するとともにラック自体を建築物に固定しているため、耐震性能 

は、建築物に依存するものと考えられます。 

  

第３章 消防施設の将来の見通し 

１ 庁舎系施設 

（１）庁舎系施設更新費用推計の前提条件 

庁舎系施設の更新費用が構成市町村の財政運営に及ぼす影響を把握するとともに、今後の適

正な管理につなげるため、下記の条件に基づき、２０１８年度から２０５７年度までの４０年間

の庁舎系施設における将来の更新費用を推計しました。 

なお、積算方法は公共施設等更新費用試算ソフト（一般財団法人地域総合整備財団）の初期設
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定値によるものとしました。 

 

 

・更新年数経過後に、現在と同じ延床面積で更新すると仮定します。 

 ・延床面積に更新単価を乗じることにより、更新費用を試算します。 

 ・建設から３０年後に大規模改修を行い、６０年後に建替えを行うと仮定します。（更新には、建

物付属設備の改修も含む。） 

 ・大規模改修は２年間、建替えは３年間かけて実施するものと仮定します。 

 ・２０１７年３月３１日時点で、建設時より３１年以上５０年未満経過している施設については、

２０１８年度から１０年間で均等に大規模改修を行うものと仮定します。現時点で５０年以上

経過しているものは、更新時期が近いので、大規模改修は行わず、６０年後に建替えを行うもの

と仮定します。 

 ・更新単価は、先行して試算に取り組んでいる地方自治体の調査実績や設定単価等をもとに設定

します。なお、大規模改修の単価は、建替えの約６割で想定します。 

＜更新単価＞ 

用途分類 

更新単価 

建替え 大規模改修 

行政施設・消防施設 40 万円/㎡ 25 万円/㎡ 

 

・投資見込額は、大きな事業である消防救急デジタル無線及び高機能消防指令センターを整備し

た２０１４年度、２０１５年度を除外し、２０１６年度、２０１７年度の維持管理費や保全、更

新、新設等に要した経費（投資的経費）の平均額を将来投資見込額として仮定します。 

 

 

前提条件 
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（２）庁舎系施設の将来更新費用の推計 

「（１）庁舎系施設更新費用推計の前提条件」により庁舎系施設の将来の更新費用を推計した

結果、４０年間で２０２．９億円、1 年当たり５．１億円の更新費用が必要となりました。 

 

 

 

２ 通信指令設備 

（１）通信指令設備更新の前提条件 

高機能消防指令システムのコンピュータ系装置は約６年毎に部分更新を行うものとし、全面

更新はさらにその約６年後、すなわち約１２年毎に全面更新を行うこととしています。 

したがって、高機能消防指令センターシステムの次の更新は、部分更新を２０２２年度から２

０２３年度頃に、全面更新を２０２８年度以降に行う予定です。 

なお、全面更新時には、旧システムを運用しながら新システムを構築する必要があることか

ら、建物内に更新時の代替スペースも確保することとします。 

（２）通信指令設備の将来更新費用の推計 



11 

 

消防救急デジタル無線システム及び高機能消防指令システムについては、２０１３年度後半

から先行作業を開始し、２０１６年度に工事を完了しています。年度別の費用については次のと

おりです。 

①２０１３年度の整備費    ４２８，３４２，９５７円 

②２０１４年度の整備費  １，７４１，６９２，８６９円 

③２０１５年度の整備費  ２，２４５，１２９，７１２円 

④２０１６年度の整備費     ７０，５４４，６３２円 

整備費総額  ４，４８５，７１１，０００円 

  この整備費総額には高機能消防指令システム等のバックアップ電源である非常用自家発電設備

設置費用、高機能消防指令システム整備に伴う消防庁舎改修費用、作戦室工事費用が含まれてい

ます。通信指令設備更新費用としては、12 年毎に更新が不要であるこれらの費用を除いた次の金

額をもって今後の更新費用とします。 

①２０１３年度の整備費    ４２８，３４２，９５７円(平成 25 年 12 月先行作業開始) 

②２０１４年度の整備費  １，６３３，９７９，０２２円 

③２０１５年度の整備費  ２，００１，５４７，０７１円 

通信指令設備更新費用  ４，０６３，８７０，０００円    

第４章 消防施設の管理に関する基本方針 

１ 取組体制 

  本計画の基本方針に基づき、庁舎系施設、通信指令設備を総合的かつ計画的に管理するため、

奈良県広域消防組合において、本計画の全庁的な推進を図ります。 

  また、施設管理課を中心に、運営調整室、本部総務課、財政課、通信指令センター及び各消防署

施設管理担当部署が随時情報共有を行い、関係各課がそれぞれの役割を発揮しながら取組を進め

ていきます。 

 



12 

 

２ 課題の整理 

（１）人口構造の変化 

     管内人口は、１９９８年の９７１，５７２人をピークに減少に転じ、２０１７年では８７３，

３５７人に減少し、国立社会保障・人口問題研究所の地域別将来人口推計（平成３０年推計、以

下「地域別将来人口推計」といいます。）によると、今後更に人口減少が進むと予測されていま

す。 

①年齢別人口推移 

年齢別の人口をみると、「団塊ジュニア世代誕生」による増加以降は、年少人口・生産年齢人 

口共に減少を続け、生産年齢世代が順次老齢期に入り、平均寿命も延びることから老年人口は 

２０４２年頃まで増加すると予測されています。 

そして、組合管内人口は２０４０年では２０１７年に比べ７６％に減少するとされています。 

 

（出典：国立社会保障・人口問題研究所の地域別将来人口推計（平成 30 年推計） 

1993年 1998年 2003年 2008年 2013年 2017年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

管内年少人口

0～14歳
160,449 149,093 137,077 126,637 116,484 104,575 99,318 89,227 80,959 74,139 69,143

管内生産年齢人口

15～64歳
664,881 668,029 644,708 602,197 599,029 496,032 478,369 447,071 413,160 375,645 331,810

管内老年人口

65歳以上
127,804 154,450 181,737 213,370 242,515 272,750 272,961 272,583 269,721 266,664 267,087

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000
管内人口（人） 奈良県広域消防組合管内人口の推移



13 

 

 

②区分別人口推移 

  地域別将来人口推計では、２０４５年の区分別人口は２０１７年と比較すると、７１％に減少 

すると予測されています。 

平野部である香芝･広陵区分ではほぼ横ばいの人口推移ですが、山間部が多くを占める五條区 

分、宇陀区分では半数を下回り、吉野区分及び野迫川区分では約３０％に減少することが予測さ 

れています。 

このことから、生産人口の減少による税収の減少が予想されるとともに、高齢化率の増加によ 

  る扶助費の増加が見込まれます。 
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（出典：「国立社会保障・人口問題研究所 地域別将来人口推計（平成 30 年推計）」） 

（２）財政状況 

①歳入決算額の推移（普通会計決算額） 

   組合の２０１７年度歳入総額は１３７．９億円となっており、そのうち組合を構成している

３７市町村からの分担金額が１２７．２億円、歳入全体の９２％を占めています。  

次いで地方債が５．１億円（３．７％）、繰越金１．８億円（１．３％）となっています。 

   歳入の推移をみると、組合発足当初の２年間は消防救急デジタル無線システム整備及び高機 

能消防指令システム整備等の大規模事業に伴う地方債の発行により、２０１５年度では歳入総

額が１５４億円を越えていましたが、事業完了により現在はやや減少傾向にあります。 

今後ますます財政状況が厳しくなることが予想されるので、消防施設の更新・統合・長寿命

化等を計画的に進め、ライフサイクルコストの軽減・平準化を進めることが必要となります。 
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②歳出決算額の推移（普通会計決算額） 

組合の２０１７年度歳出総額は１３５．４億円となっており、うち人件費が１０５億円で全

体の７７．５％を占めています。次いで物件費が１１．３億円（８．３％）、公債費が８．９

億円（６．６％）となっております。義務的経費（人件費・扶助費・公債費）が歳出総額の８

５．０％を占めており、やや増加傾向となっております。 

歳出の推移をみると、普通建設事業費の減少に伴い歳出総額も減少傾向にありますが、事業

に伴い発行した地方債の償還開始により公債費が増加しています。また２０１７年度より消

防救急デジタル無線及び高機能消防指令システムの保守業務委託の開始により、物件費も増

加しています。 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

分担金・負 担金 12,491,103 12,352,375 12,526,131 12,826,128

使 用料・手 数料 7,590 6,224 7,364 7,323

国・県 支出金 855 28,791 139,559 167,119

繰 入金 7,672 39,781 59,744

繰 越金 418,667 314,139 147,644 185,205

財 産収入 3,996 4,373 7,469

諸 収入 20,349 18,649 17,934 24,877

地 方債 1,941,000 2,702,100 1,211,400 513,600

歳 入合計 14,879,564 15,433,946 14,094,186 13,791,465

14,879,564 
15,433,946 

14,094,186 13,791,465 
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③投資的経費と地方債残高 

  投資的経費は、消防救急デジタル無線及び高機能消防指令センター整備として２０１４年度

１７．５億円、２０１５年度２２．５億円と大きな事業を行いました。その他、桜井消防署庁舎

移転整備として、２０１５年度１．８億円、２０１６年度６．５億円の事業を行いました。 

  地方債残高は、上記事業等による地方債発行により残高が増加しましたが、消防広域化に伴

う投資が一段落したことにより、やや減少傾向となっています。 

 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

人件費 10,554,021 10,580,031 10,550,282 10,493,868

扶 助費 121,815 129,890 130,170 129,110

公 債費 315,878 312,814 563,205 888,379

普通建設事業費 2,115,077 2,829,279 1,338,321 633,162

物 件費 1,055,022 957,880 879,418 1,128,344

維持補修費 20,410 1,875 11,025 10,357

補 助費等 84,789 70,867 76,445 69,942

積 立金 264,089 175,056 182,419

歳 出合計 14,267,012 15,146,725 13,723,922 13,535,581

14,267,012 
15,146,725 

13,723,922 13,535,581 

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

16,000,000

18,000,000

歳出決算額の推移
千円



17 

 

   

 

（３）庁舎系施設 

 ①庁舎系施設の老朽化、耐震化及び更新が必要となる施設 

  ・組合が管理する庁舎系施設の２８．３％が建設後３０年以上を経過して老朽化が進んでいる

ことから、消防業務を安全で円滑に進めるため保全・更新を図っていく必要があります。そこ

で、保全・更新にあたっては、一時期に集中しないよう計画的な実施が求められます。耐震化

未実施の２施設について、今後は建替え、適正配置等を視野に早急な対応が必要となります。 

・新耐震基準により整備された庁舎系施設は全体の７７．６％ではありますが、国が「官庁施設

の総合耐震計画基準」に定める災害応急対策活動に必要な施設の耐震安全目標値に達してい

ないものがあります。そこで今後、建替え時の目標設定の検討が必要となります。 

 

 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

地方債残高 4,551,000 6,980,800 7,667,374 7,327,353

投資的経費 2,115,077 2,829,279 1,338,321 633,162

4,551,000 

6,980,800 
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[耐震安全性の目標値] ＊官庁施設の総合耐震計画基準（平成８年１０月２４日）防災業務の

中心や防災拠点となる建築物対象施設の用途係数１．５を目標とする。 

構造体：Ⅰ類・建築非構造部材：A 類・建築設備：甲類 

上記基準を目標値とする。    

 

 

・女性の職業生活における活躍の推進に関する法律が２０１６年４月１日に施行され、今後ま  

すます女性専用施設の充実が求められます。 

 ②更新費用 

更新費用の推計結果によると４０年間で２０２．９億円、１年当たり５．１億円の更新費用が

必要となりました。 

「奈良県広域消防組合規約」第 15 条に経費の支弁方法が規定されており、「組合の経費は、

組合市町村の分担金、手数料、補助金その他の収入をもってこれに充てる。」とされています。 

耐震安全性の目標値

部　　　位 分　類 耐震安全性の目標

Ⅰ類
　 大地震動後、構造体の補修をすることなく建築物を使用できることを目標とし、人
命の安全確保に加えて十分な機能確保が図られるものとする。

Ⅱ類
　 大地震動後、構造体の大きな補修をすることなく建築物を使用できることを目標と

し、人命の安全確保に加えて機能確保が図られるものとする。

Ⅲ類
　 大地震動により構造体の部分的な損傷は生じるが、建築物全体の耐力の低下は
著しくないことを目標とし、人命の安全確保が図られるものとする。

A類
　 大地震動後、災害応急対策活動等を円滑に行ううえ、又は危険物の管理のうえ
で支障となる建築非構造部材の損傷、移動等が発生しないことを目標とし、人命の

安全確保に加えて十分な機能確保が図られるものとする。

B類
　 大地震動により建築非構造部材の損傷、移動等が発生する場合でも、人命の安
全確保と二次災害の防止が図られていることを目標とする。

甲類
　 大地震動後の人命の安全確保及び二次災害の防止が図られているとともに、大
きな補修をすることなく、必要な設備機能を相当期間継続できることを目標とする。

乙類
　 大地震動後の人命の安全確保及び二次災害の防止が図られていることを目標と
する。

構造体

建築非構造部材

建築設備

ｚ 

【参考】  
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各市町村の財政状況は厳しい状況が続いているところですが、住民の安全安心の観点から施

設維持管理費用を安定的に負担いただけるよう、更新費用を縮減・平準化し、先を見据えた予防

的な維持管理・保全を計画的に行い消防施設の長寿命化を図るとともに、消防施設の適正な配置

を推進することが求められます。 

（４）通信指令設備 

①更新費用 

更新費用に係る課題は、前述の第３章２（２）の更新費用の推計と同じです。 

②消防救急無線基地局 

消防救急無線基地局のうち５ヶ所については、奈良県防災行政無線中継所を、行政財産使用許

可を受けて共用していますが、奈良県は、２０１７年４月から防災行政無線系から撤退し光回線

網に移行しました。このため、共用局舎について財産移転に関して協議中ですが、局舎が組合に

移管された場合には、局舎の維持管理費用が発生します。 

なお、全国的に消防救急無線については、府県土木事務所局舎、放送局及び NTT 局舎等を共

用している場合が多くあることから、貸主の条件が変わる可能性を見込んで更新を考える必要

があります。 

③バックアップ通信指令センターの構築 

大規模な震災が発生し通信指令センターが機能しなくなった場合に備え、バックアップとし

ての通信指令センターの構築について検討しています。 

 

３ 基本方針 

   上記の課題に対応するため、下記の基本方針を定めます。 

（１）点検・診断等の実施方針 

・施設簡易点検として、施設管理担当者が施設の簡易点検を実施して施設の不具合等を早期発見・

早期治療の対策が考えられます。そこで、各施設管理担当職員による施設点検をマニュアルに
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従い 1 年に１回以上実施することを検討します。 

・建物の点検や維持管理には専門的な知識技術が必要ですが、組合には市町村の消防事務のみを

処理するため、建築技術に関する専門的な人材が少ないため、構成市町村の助言、協力を受けな

がら適正に管理をしていきます。 

（２）維持管理・修繕・更新等の実施方針 

・統一的な施設カルテである施設保全台帳をさらに充実させます。その台帳を基に施設の長寿命

化を計画するため施設保全システムを活用し施設情報のデータベース化を進めます。 

・故障や不具合等が発生した後に修繕などを行う「事後保全型」から計画的に保全を行う「予防

保全型」へ転換し、施設の長寿命化を図ります。 

・施設の光熱水費の状況を管理しながら経費の縮減を目指します。また、ＣＯ2 削減を目的に、

照明器具のＬＥＤ化、空調設備の省エネ化を進めます。 

・女性の職業生活における活躍の推進を目的に、女性専用施設の充実を進めます。 

（３）耐震化の実施方針 

・消防として、災害に的確に対応できる機能を維持させるため、耐震安全性の目標値等の整備

方針を検討します。 

（４）長寿命化の実施方針 

  ・構成市町村の財政負担を軽減・平準化するため、先を見据えた予防的な維持管理・保全を徹底

し、施設の使用年数を延長することで、施設の維持管理・保全等に係るトータルコストの縮減

を図るとともに、消防業務が安全で円滑に進められる施設の環境を整えます。 

（５）施設の配置と保有総量の最適化の実施方針 

・人口構造の変化から、山間部が多くを占める区分では税収減少、扶助費の増加により、庁舎系

施設の維持管理費、人件費等が平野部に比べて大きな負担となりますので、中長期ビジョンと

の連携、整合性を図り検討します。さらに、山間部は、世界遺産、国宝や重要文化財を抱えて

いることや、自然環境の保全や国土の安全を守る観点から国や奈良県に財政支援を求めたい
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と考えます。 

   ・今後１０年で建替えを迎える消防施設が４施設あります。人口構造の変化や本格的なＡＩ（人

工知能）時代を迎えることからニーズの変化を的確に把握することにより、施設の適正な配

置や保有量を目指します。 

   今後、人口減少にも対応して２０４０年度（２０１9 年度から２1 年後）までに、「第１期 奈

良県広域消防組合中長期ビジョン（平成 30 年２月）」との整合を図りつつ施設の整理統合又

は統合移転を目指します。 

（６）総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

 ①全庁的な推進体制の強化 

   施設の大規模改修・建替えについて計画する際には、「第１期 奈良県広域消防組合中長期ビ

ジョン（平成 30 年２月）」との整合を図りつつ施設の必要性、優先順位について十分に検証し

て計画する必要があります。そこで、既存の庁内会議を活用しながら、全庁的な視点で検討する

仕組みを構築し、必要な意思決定を確実に行っていきます。 

 ②情報の一元管理 

   組合が管理する全ての庁舎系施設の資産情報（立地、性能、機能など）及び保全情報（点検履

歴、修繕履歴など）を一元的に集約してデータベース化することを検討します。これにより、施

設の現状把握の効率化と履歴管理が可能となり、組合内での実態、課題を共通認識できます。 

 

 

 ③構成市町村との情報共有 

   今後ますます税収の減少が予想されるなか、消防施設の改修・更新には多額の費用が必要と

なりますので、劣化状況、修繕履歴等の情報を構成市町村と共有し、大規模改修・建替えについ

て計画していく必要があります。 
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４ フォローアップ 

  本計画期間が４０年間という長期に及ぶことから、一定期間ごとに数値目標を定め達成状況 

等の進捗管理を行います。 

  また、本計画については、今後の財政状況や社会環境の変化に応じて、適時見直しを行います。 
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資料１ 

庁舎系施設一覧 

１ 組合が管理する庁舎系施設 

  区分 
施設名称 

用途 主体構造 
延床面積 

㎡ 

建築面積 

㎡ 

建築年度 

建築年 所在地 

1 

本部 
消防本部・橿原消防署 

橿原市慈明寺町１４９－３ 

庁舎棟 RC 造 3559.23  1133.67  １９９０年度 

2 南棟（倉庫棟） S 造 264.48  148.36  ２００３年度 

3 北庁舎 S 造 444.08  222.04  ２０１５年度 

4 訓練棟 RC 造 156.70  28.35  １９９０年度 

5 補助訓練棟 S 造 143.46  70.52  ２００４年度 

6 

山辺 

天理消防署 

天理市富堂町１０－３ 

庁舎棟 RC 造 4636.65  2070.01  ２０１３年度 

7 訓練棟 S 造 617.71  308.16  ２０１３年度 

8 

磯城消防署 

磯城郡田原本町大字八尾７２ 

庁舎棟 RC 造 590.81  359.13  １９７５年度 

9 庁舎棟 2. RC 造 232.55  116.27  １９８６年度 

10 車庫・倉庫 S 造 295.74  306.00  １９８６年度 

11 山添消防署 

山辺郡山添村大字大西９４２－５ 

庁舎棟 RC 造 450.58  236.89  １９７７年度 

12 車庫・渡り廊下 S 造 132.82  135.90  １９７７年度 

13 

桜井 

桜井消防署 

桜井市上之庄町３２７ 

庁舎棟 RC 造 1223.61  660.17  １９８６年度 

14 車庫 S 造 530.42  575.38  ２０１６年度 

15 倉庫棟・車庫 S 造 462.43  305.22  １９８６年度 

16 訓練棟・倉庫 RC 造 210.00  53.69  ２０１６年度 

17 
桜井消防署東出張所 

桜井市大字吉隠３４０－１ 
庁舎棟 RC 造 250.00  154.50  １９９２年度 

18 

五條 

五條消防署 

五條市今井４－３－２３ 

庁舎棟 RC 造 3246.96  1025.60  ２０１３年度 

19 訓練棟 RC 造 249.37  95.74  ２０１３年度 

20 車庫棟 S 造 425.55  440.29  ２０１３年度 

21 
五條消防署十津川分署 

吉野郡十津川村折立２７７－１ 
庁舎棟 W 造 216.40  156.21  １９５８年 

22 
五條消防署西吉野救急出張所 

五條市西吉野町城戸２６－５ 
庁舎棟 S 造 279.89  146.95  ２０１３年度 

23 

西和 

西和消防署 

北葛城郡王寺町王寺１－１－３ 

庁舎棟 RC 造 1589.12  580.01  １９７７年度 

24 庁舎棟 2 RC 造 915.43  293.25  １９９５年度 

25 
西和消防署北分署 

北葛城郡平群町大字梨本３７６ 
庁舎棟 RC 造 351.05  219.49  １９７９年度 

26 庁舎棟 RC 造 277.34  138.67  １９７９年度 
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27 

西和消防東分署 

生駒郡安堵町大字東安堵番条垣内９５７ 

庁舎棟 2 S 造 123.92  103.39  １９９２年度 

28 主訓練棟 S 造 183.98  64.82  １９９３年度 

29 副訓練棟 S 造 137.50  55.00  １９９３年度 

30 
西和消防署南分署 

北葛城郡上牧町桜ヶ丘２丁目２０－１ 
庁舎棟 RC 造 386.55  253.37  １９８０年度 

31 

宇陀 

宇陀消防署 

宇陀市榛原荻原１２３０ 
庁舎棟 RC 造 1351.96  730.50  １９８８年度 

32 
宇陀消防署北分署 

宇陀市室生大野２４２３－１ 
庁舎棟 S 造 538.82  354.01  ２００３年度 

33 
宇陀消防署東分署 

宇陀郡御杖村土屋原１６１３ 
庁舎棟 RC 造 362.15  280.99  １９８０年度 

34 
宇陀消防署南分署 

宇陀市大宇陀守道４４-４ 
庁舎棟 RC 造 361.70  280.11  １９８０年度 

35 

葛城 
葛城消防署 

葛城市中戸４７５ 

庁舎棟 S 造 881.38  667.26  １９８１年度 

36 車庫棟・倉庫棟 S 造 237.08  260.45  １９９７年度 

37 

吉野 

吉野消防署 

吉野郡吉野町宮滝１７－１ 
庁舎棟 RC 造 1337.89  740.08  １９８１年度 

38 
吉野消防署北山分署 

吉野郡下北山村下池原６７－１ 
庁舎棟 S 造 374.75  373.88  １９９７年度 

  

中和 

橿原消防署（消防本部に併設） 

橿原市慈明寺町 149－3 
          

39 
橿原消防署北出張所 

橿原市豊田町４０２ 
庁舎棟 RC 造 255.26  176.81  １９７４年度 

40 
橿原消防署東出張所 

橿原市小房町 9－23 
庁舎棟 RC 造 320.83  317.45  １９９５年度 

41 
高田消防署 

大和高田市大字大中 19－7 
庁舎棟 RC 造 978.76  558.28  １９８８年度 

42 
高田消防署東出張所 

大和高田市東雲町 6－5 
庁舎棟 S 造 193.69  208.38  １９８２年度 

43 
高田消防署南出張所 

大和高田市大字出 226－1 
庁舎棟 RC 造 287.89  322.69  １９７８年度 

44 
御所消防署 

御所市蛇穴２５０―１ 
庁舎棟 RC 造 918.78  597.90  １９８８年度 

45 
高市消防署 

高市郡高取町観覚寺６１４ 
庁舎棟 RC 造 579.25  368.63  １９９０年度 

46 

中吉野 

大淀消防署 

吉野郡大淀町土田１８７ 

庁舎棟 RC 造 1353.91  684.42  １９６５年度 

47 車庫棟 S 造 410.94  279.21  ２００２年度 

48 
下市消防署 

吉野郡下市町善城１５２ 
庁舎棟 S 造 693.21  419.95  １９８８年度 

49 
下市消防署黒滝分署 

吉野郡黒滝村寺戸２２８－１ 
庁舎棟 W 造 174.80  178.20  １９８８年度 

50 
下市消防署天川分署 

吉野郡天川村中谷１２５－１ 
庁舎棟 S 造 427.97  247.47  １９８８年度 

51 香芝・広陵 庁舎棟 RC 造 2893.24  1247.74  １９９５年度 



25 

 

52 
香芝消防署 

香芝市本町 1462 
訓練棟 S 造 409.50  171.10  ２０１７年度 

53 

広陵消防署 

北葛城郡広陵町疋相３７４ｰ１ 

庁舎棟 S 造 728.44  376.64  １９８９年度 

54 倉庫棟 S 造 403.20  261.60  １９９０年度 

55 訓練棟主塔 S 造 147.20  40.07 １９９０年度 

56 野迫川村 
野迫川分署 

吉野郡野迫川村北股３４ 
庁舎棟 S 造 243.95  246.50  ２０１５年度 

 

２ 構成市町村が管理する庁舎系施設 

1 

大和郡山 
大和郡山消防署 

大和郡山市本庄町３００ 

庁舎棟 SRC 造 2782.13  1006.20  １９９７年度 

2 主訓練棟 RC 造 238.63  30.25  １９９２年度 

3 倉庫棟 S 造 202.40  101.70  １９９７年度 

4 車庫棟 S 造 154.75  160.75  ２０１２年度 

5 

天理 
天理消防署東出張所 

天理市福住町４７９２－２６ 

庁舎棟 RC 造 100.00  100.00  １９７５年度 

6 車庫・居住棟 S 造 120.20  60.10  ２００４年度 

7 

桜井 
桜井消防署南出張所 

桜井市大字桜井２８１－１３ 

庁舎棟 RC 造 165.85  87.34  １９６７年度 

8 車庫・消防団庫 RC 造 168.00  84.00  １９７９年度 

9 五條 
五條消防署大塔分署 

五條市大塔町４１ 
庁舎棟 RC 造 1508.33  647.97  １９７６年度 

 

資料２ 

通信指令設備一覧 

 

奈良県広域消防組合通信指令管理規程（平成 28 年４月１日消防長訓令甲第 10 号） 

 

別表第１（第２条関係） 

通信指令設備 

１ 消防本部設置設備 

   

設備 概要 設置場所 

指令台 119 受信、出動指令、地図表示、支援情報表示   

指揮台 指令台と同じ 通信指令センター 

無線統制台 指令台と同じ 

指令制御装置 119 番受付操作及び地図等検索装置の情報の出入

力操作、通信制御機能 

非常用指令設備 指令制御装置の障害時、119 番の受付や指令操作 

表示盤 46 型液晶ディスプレイ４面（２段２列）×３式

４面拡大表示（92 型拡大表示）及び単画面表

（46 型単画面表示） 
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映像制御装置 自動出動指定装置・地図等検索装置・支援情報表

示装置・表示盤端末・ヘリコプターテレビ、現場

映像等の映像選択 

119 補助受付装置 手動による 119 回線の接続 

ＩＳＤＮ119 番受付装置 指令制御装置及び非常用指令設備が停止した場合

の 119 回線の接続 

音声合成装置 予告指令・本指令・順次指令・災害情報案内 

統合型位置情報通知装置 固定電話・携帯電話・ＩＰ電話からの 119 番通報

位置を受信し、自動出動指定装置・地図等検索装

置にて表示 

出動車両運用管理装置 消防車両の車両運用端末装置に指令情報・動態情

報・支援情報・位置情報等をリアルタイムに送受

信 

長時間録音装置 119 番通報等指令台等で取り扱う通話内容を時刻

信号とともに自動・手動で録音 

システム監視装置 指令システムの障害番号、障害内容、対処方法等

を表示 

情報共有システム 消防署所の端末装置に通信指令センターの事案発

生状況や車両状況を表示し、情報を共有する 

119 番ＦＡＸ受信装置 119 番回線にＦＡＸ通報が入った場合は、ＦＡＸ

をデータ化し、全ての指令台に表示 

ＮＥＴ119 緊急通報装置 携帯電話を利用した聴覚・言語に障がい者等の通

報装置で通報され位置情報を受信 

消防職員／消防団指令システム 自動出動指定装置から送信された指令情報を受

け、予め登録された消防職員及び消防団員等に対

してＥメールによる招集、情報提供及び災害地点

地図を送信 

順次指令装置 音声合成装置を活用し、消防職員及び消防団員等

に録音された内容を自動で電話連絡する 

現場映像伝送装置 車載カメラ・タブレットの現場映像を伝送 

消防情報分析システム 地図等検索システム・自動出動システムと連携し

各種データの検索や分析 

基地局無線装置 移動局と無線通信、260ＭＨｚ帯デジタルＳＣＰ

Ｃ方式の基地局無線装置・空中線・空中線共用器

及び直流電源装置から構成 

本部屋上 

無線回線制御装置 各基地局の監視制御・基地局無線回線の制御・指

令台との無線通信回線の接続制御 

本部屋上 

機械室 

遠隔制御装置 各基地局を経由して移動局と無線通信 

指令台の故障時は、無線回線制御装置経由で独立

運用 

通信指令センター・作

戦室・北庁舎・奈良県

庁防災統括室・西和消

防署・天理消防署・五

條消防署 

２ 消防署所設置設備 

   

設備 概要 設置場所 

署所端末装置 災害出動音声指令の受令、車両運用状況設定入力

各消防署所の受付 

消防署所 
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119 番ヘルプ用３者通話電話機 119 番通報対応中に通報場所が特定できない場合

の３者通話 

消防署 

車両運用表示盤 40 型液晶ディスプレイ 消防署 

情報共有端末装置 消防指令センターとの情報共有及び署所で作成さ

れた水利情報・通行規制情報等のデータを通信指

令センターに送信し、データ更新を行う 

消防署 

指令情報出力装置 出動指令時の情報を出力 消防署 

卓上型無線装置 260ＭＨｚ帯デジタルＳＣＰＣ複信方式移動局無

線装置 

消防署 

無線指令受付装置 広域イーサネット回線断線時のデジタル無線を介

した指令情報受付 

消防署 

３ 車両設備 

   

設備 概要 設置車両 

車両運用端末装置Ⅲ型 出動地図表示・地図スクロール・動態登録、水利

予約・支援情報・無線操作 

第１出動車両 

車両運用端末装置Ⅰ型 車載型無線装置高機能操作部により、動態登録 第２・第３・特命出動

車両 

車載無線装置 260ＭＨｚ帯デジタルＳＣＰＣ複信方式移動局無

線装置 

車両運用端末装置Ⅲ型

搭載車両及び事務連絡

車両 

無線中継装置 400ＭＨｚ帯署活系無線→260ＭＨｚ帯デジタルに

中継 

指揮車両 

４ 消防救急無線基地局 

   

基地局名称 概要 設備 

奈良県広域消防基地局 活動波１ｃｈ～14ｃｈ、統制波１ｃｈ～３ｃｈ、

主運用波 

基地局無線装置 

神野山基地局 活動波２・５・12・13ｃｈ、統制波１ｃｈ～３ｃ

ｈ、主運用波 

基地局無線装置 

音羽山基地局 活動波２・４・５・12・13ｃｈ、統制波１ｃｈ～

３ｃｈ、主運用波 

・伯母ヶ峰向多重無線装置 

・天理消防中継所向バックアップ無線装置 

基地局無線装置 

7.5ＧＨｚ多重無線装置 

５ＧＨｚ多重無線装置 

御杖牧場基地局 活動波５・12・13ｃｈ、主運用波 基地局無線装置 

伯母ヶ峰基地局 活動波２・12・13ｃｈ、統制波１ｃｈ～３ｃｈ、

主運用波 

・音羽山向多重無線装置 

基地局無線装置 

7.5ＧＨｚ多重無線装置 

荒神基地局 活動波２・７・10・13ｃｈ、統制波１ｃｈ～３ｃ

ｈ、主運用波 

基地局無線装置 

玉置山基地局 活動波２ｃｈ、統制波１ｃｈ～３ｃｈ、主運用波 基地局無線装置 

吉野基地局 活動波２・７・12・13ｃｈ、統制波１ｃｈ～３ｃ

ｈ、主運用波 

基地局無線装置 

西和消防基地局 活動波９・11・12・13ｃｈ、主運用波 基地局無線装置 

五條消防基地局 活動波７・10・12・13ｃｈ、統制波１ｃｈ～３ｃ

ｈ、主運用波 

基地局無線装置 

天理消防中継所 音羽山基地局向バックアップ無線装置 ５ＧＨｚ多重無線装置 
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北山小型基地局 活動波２ｃｈ 小型基地局無線装置 

大塔小型基地局 活動波２ｃｈ 小型基地局無線装置 

 

５ 携帯型機器 

   

機器 概要 備考 

可搬型無線機 活動波１～14、統制波１～３、主運用波１～７、

150ＭＨｚ帯アナログ防災相互波 

消防署に配備 

携帯無線機 活動波１～14、統制波１ｃｈ～３ｃｈ、主運用波

１～７ｃｈ 

  

署活系無線機 方面波１～６、防災相互波１、共通波１、消防本

部波１、消防団波１ 

  

デジタル無線受令機 活動波１～14、統制波１ｃｈ～３ｃｈ、主運用波

１～７ｃｈ 

消防署に配備 
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